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排気量等に応じて毎年度４月１日時点で賦課
（例：1,500cc超2,000cc以下で36,000円/年）

電気自動車には最低税率（25,000円/年）を適用

揮発油税 2兆790億円
地方揮発油税 2,225億円

※全額を地方揮発油譲与税として

都道府県・市町村に譲与
ガソリン車等

ディーゼル車

地方の車体課税
関係税収

2兆2,799億円

うち市町村分
6,534億円

：地方財源取 得 利 用 走 行

揮発油税

軽油引取税
（道府県税）
〔9,307億円〕

自動車重量
譲与税として
2,916億円を

地方団体に譲与

・種別割
〔1兆5,283億円〕

・種別割
〔2,943億円〕

自動車重量税

〔6,766億円〕

N年度(取得時) N＋１年度 N＋２年度 N＋３年度 N＋４年度 N＋11年度 N＋12年度 N＋13年度 N＋14年度

…環境性能割

…種別割
自動車税環境性能割
燃費性能等に応じて、
０～３％の税率を決定

グリーン化特例(軽課)
電気自動車等に対して、
取得翌年度の種別割を
▲75％軽減

自動車税種別割

・・・・・ ・・・

廃車年N＋５年度

月割計算で
既納付分との
差額を還付

経年車に対する重課
13年超経過車に係る
種別割を15％重課

N＋15年度

自動車
重量税

自動車
重量税

自動車
重量税自動車重量税（国税）

車検時に、自動車の重量に応じて課税車検 車検 車検

自動車
重量税

車検

自動車
重量税

車検

自動車
重量税

車検

〔自家用乗用車に係る課税のイメージ〕

※ 税額について、地方税は令和４年度地方財政計画額 （市町村分の財源には、
環境性能割交付金（662億円）を含む。）、 国税は令和４年度政府予算に
より計上している。

都道府県分 162億円
市町村分 2,754億円

月
割

・環境性能割
〔1,482億円〕

・環境性能割
〔175億円〕

自動車税（道府県税）

軽自動車税（市町村税）

保 有

【国税】 【国税】

地方揮発油税

車体課税はその多くが地方財源（車体課税2.7兆円のうち2.3兆円が地方財源）。車体課税

車体課税（地方税）の課税イメージ

［総務省資料より］
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税 目 税の性格・経緯等 税率等
税収（億円）
令和４年度

地財･予算ベース

地

方

税

自動車取得税
（R1.9で廃止）

・ 自動車取得税は、権利の取得、移転など各種の経済的取引
等に担税力を認めて課する流通税であり、道路に関する費用
に充てる目的税として創設。

・ 平成21年度に道路特定財源が一般財源化されたことに伴い、
道路等の行政サービスから得る受益に着目するとともに、環
境への配慮の必要性を考慮して課税されることとなった。

「自動車の取得価額」を課税標準とし、

・自家用車 取得価額の3％
・営業用及び軽自動車 〃 2％

-

自動車税･軽自動車税
環境性能割

（R1.10から導入）

・ 自動車がもたらすCO2排出、道路の損傷、交通事故、公害、
騒音等の様々な社会的費用にかかる行政需要に着目した原因
者負担金的性格。

・ 環境インセンティブを最大化する政策的意図に基づいて、
自動車の環境性能に応じて税率を決定する仕組みとして設計。

「自動車の取得のために通常要する価額」
を課税標準とし、

・燃費基準値達成度等に応じて0～3％
（軽自動車､営業用は0～2％）

1,657

自動車税
（R1.10から種別割）

・ 自動車に対し、その所有の事実に担税力を見出し、その所
有者に課する普通税。

・ 道路等との間に極めて直接的な受益関係を持つ特殊な財産
税としての性格を持つもので、財産税的な性格のほか道路損
傷負担金的な性格を持つ。

（例）乗用車 排気量2,000ccクラス
・自家用 36,000円（39,500円）
※（ ）内は～R1.9の税率

・営業用 9,500円

15,283

軽自動車税
（R1.10から種別割）

・ 軽自動車等の所有に担税力を見出して課する財産税的性格
を有する税で、軽自動車等が道路等を損傷することにより課
する道路損傷負担金的性格も併せ有する。

・ 軽自動車税の税率は登録車に比べて低く設定されているが、
自転車や荷車等に対する税として課されていた経緯等による
ものと考えられる。

（例）軽乗用車
・自家用 10,800円
・営業用 6,900円

2,943

国

税
自動車重量税

・ 車検等によって自動車の運行が可能になるとして権利創設
税的性格がある。また、車両重量を課税の指標としているこ
とから道路損傷負担金的性格がある。

（例）乗用車 車両重量0.5t/年につき
・自家用 4,100円
・営業用 2,600円
（本則税率：いずれも2,500円）

6,766

国分 3,850
地方譲与分 2,916

※ 地方財源：２．３兆円（車体課税の税収２．７兆円）

車体課税の概要

［総務省資料を基に作成］
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区 分 税率

排ガス要件 燃費要件 登録車 軽自動車

電気自動車

燃料電池自動車

天然ガス自動車（Ｈ30規制適合又はＨ21規制からＮＯｘ10％低減達成）

プラグインハイブリッド車
非課税

非課税

ガソリン車

ハイブリッド車

ＬＰＧ車

★★★★※
2030年度基準85％達成

2030年度基準75％達成 １％

クリーンディーゼル車
Ｈ30規制適合又は

Ｈ21規制適合 2030年度基準60％達成 ２％ １％

上記以外 又は 2020年度基準未達成車 ３％ ２％

○自家用乗用車の税率（令和３、４年度）

※ ★★★★：平成30年排出ガス基準50％低減達成又は平成17年排出ガス基準75％低減達成。
※ プラグインハイブリッド車、ＬＰＧ車及びクリーンディーゼル車は登録車に限る。
※ クリーンディーゼル車については２年間の激変緩和措置を講じ、令和５年度より上記表により課税。

（令和３年度は全て非課税、令和４年度は税率３％該当車両のみ課税）
※ 当分の間の措置として、軽自動車については税率が０～２％に軽減されている。

〔課税のタイミング〕

自動車の取得（購入時）

〔課税標準〕

自動車の取得価額 × ０％～３％

○環境性能割の概要

〔税率〕

自動車税・軽自動車税環境性能割の概要

軽自動車は当分の間０～２％
燃費基準達成度等に応じて決定

［総務省資料を基に作成］
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項 目 自動車税種別割 軽自動車税種別割

１．課税団体 都道府県 市区町村

２ 課税客体 自動車(二輪の小型自動車､軽自動車及び特殊自動車を除く) 軽自動車､二輪の小型自動車､原動機付自転車､小型特殊自動車

３．納税義務者 自動車の所有者 軽自動車等の所有者

４．賦課期日 ４月１日

５．税 率 自動車・軽自動車等の種別、総排気量等ごとに設定

６．納 期 ５月中において､都道府県の条例で定める。 ４月中において､市区町村の条例で定める。

７．徴収方法 普通徴収（月割課税分は証紙徴収） 普通徴収

自動車税・軽自動車税種別割の概要
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○自家用乗用車の標準税率

660

［税率：円］

［総排気量：cc］

軽自動車税 ← → 自動車税

注１：登録車のうち、令和元年９月以前に初回新規登録を受けた車両は旧税率が適用される。
２：軽自動車のうち、平成27年３月以前に初めて車両番号の指定を受けた車両は旧税率が適用される。
３：車両の価格・重量等に関わらず、電気自動車・燃料電池自動車には最低税率（25,000円/年）を適用

［総務省資料を基に作成］
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○ 低炭素社会の実現や地域における環境対策のため、より燃費性能等の優れた自動車の普及を促進する観点から、
電気自動車等に対して取得翌年度の自動車税種別割・軽自動車税種別割の税率を軽減し、初回新規登録から一定
年数を経過した自動車の税率を重くする。

※ ２年ごとに適用期限の延長、対象車両の見直し等を実施

特例割合 対象車

自
動
車
税

75％軽減 電気自動車、燃料電池自動車、プラグインハイブリッド車、天然ガス自動車※1

15％重課※２ 初回新規登録から11年を超えているディーゼル車
又は 13年を超えているガソリン車

軽
自
動
車
税

75％軽減 電気自動車、天然ガス自動車※1

20％重課※２ 最初の新規検査から13年を超えている三輪以上の軽自動車

平成13年度 自動車税のグリーン化特例の創設

平成26年度 軽自動車税の経年車重課の創設（適用は平成28年度から）
自動車税のグリーン化特例の重課割合を引上げ

平成27年度 軽自動車税のグリーン化特例（軽課）の創設

令和元年度 グリーン化特例（軽課）の対象を、電気自動車等に重点化（消費税率の引上げに配慮し、令和３年度取得
分から適用することとし、それまでの間は現行制度を２年間延長）

令和３年度 グリーン化特例（軽課）の対象からクリーンディーゼル車（構造要件）を除外

※１ 一定の排ガス性能を要求

※２ 重課の対象からは電気自動車、天然ガス自動車、（混合）メタノール自動車、ガソリンハイブリッド自動車、一般乗合用バス及び被けん引車を除外

【経緯】

（自家用乗用車）

グリーン化特例の概要

［総務省資料を基に作成］
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第一 令和３年度税制改正の基本的考え方

３．グリーン社会の実現 （２）車体課税

○ 自動車業界はＣＡＳＥに代表される100年に一度ともいわれる大変革に直面している。（略）この大変革に対応できるか否かは単に一

産業の問題ではなく、日本の経済・雇用を大きく左右しかねない極めて重要な課題であり、官民が総力を結集し危機感をもって対応し

ていく必要がある。

○ 税制についても、こうした変革に向けた自動車業界の対応や環境整備に貢献するものでなくてはならない。本来は車体課税について

も変革に対応した見直しを早急に行うべきであるが、他方でわが国経済がコロナ禍にあることを踏まえれば、急激な変化は望ましくない。

今回の見直しにおいては、次のエコカー減税等の期限到来時に抜本的な見直しを行うことを前提に、一定の猶予期間を設けることとす

る。関係省庁及び自動車業界には、この期間内に上記の大変革に対応する準備を早急に整えていくことを望みたい。

○ 自動車税及び軽自動車税の種別割のグリーン化特例（軽課）については、環境性能割を補完する制度であることを踏まえ、クリーン

ディーゼル車を対象から除くとともに、適用対象を電気自動車等に限定していない種別においても、重点化及び基準の切り替えを行っ

た上で２年間延長する。また、次の期限到来に向けて、経済の状況などを考慮しつつ、更なる重点化を引き続き検討する。

○ 今後、エコカー減税等の期限到来にあわせ、見直しを行うに当たっては、政策インセンティブ機能の強化、実質的な税収中立の確保、

原因者負担・受益者負担としての性格、市場への配慮等の観点を踏まえることとする。

○ また、次のエコカー減税等の期限到来に向けて、新たに燃費基準の対象となった電気自動車及びプラグインハイブリッド車について、

令和12年度燃費基準に基づく燃費値の表示に関する検討等を進めつつ、その結果も踏まえ、エコカー減税等における燃費基準の達

成度に応じた評価について検討し、結論を得る。

第三 検討事項

○ 自動車関係諸税については、「2050年カーボンニュートラル」目標の実現に積極的に貢献するものとするとともに、自動運転をはじめ

とする技術革新の必要性や保有から利用への変化、モビリティーの多様化を受けた利用者の広がり等の自動車を取り巻く環境変化の

動向、地域公共交通へのニーズの高まりや上記の環境変化にも対応するためのインフラの維持管理や機能強化の必要性等を踏ま

えつつ、国・地方を通じた財源を安定的に確保していくことを前提に、受益と負担の関係も含め、その課税のあり方について、中長期

的な視点に立って検討を行う。

令 和 ２ 年 1 2 月 1 0 日
自 由 民 主 党 ・ 公 明 党

令和４年度与党税制改正大綱において、上記第一については「令和３年度税制改正大綱で示した方針に基づき引き続き検討を進める。」
とされ、第三については同一の内容とされている。

「令和３年度与党税制改正大綱」のポイント等

６



地方税財源の確保・充実等に関する提言（抄）

Ⅴ 税制抜本改革の推進等

１ 自動車関係諸税の見直し

自動車税環境性能割については、2021年度（令和３年度）に税率の適用区分に係る燃費基準を2020年度基準から

2030年度基準に切り替えた上で、クリーンディーゼル車をガソリン車と同等に扱う等の見直しが行われた。

この適用区分については、技術開発の動向や地方財政への影響等を踏まえ、２年ごとに見直しを行うこととされ、現

在の適用区分は2022年度（令和４年度）末までである。また、種別割のグリーン化特例（軽課・重課）の適用期限も同様

となっている。（中略）

今後、地方の社会インフラの更新・老朽化対策や防災･減災事業などに対する財政需要が一層高まっていくと見込

まれる中で、特に、自動車税は道路損傷負担金的性格も有するとされている都道府県の基幹税であり、税源の乏しい

地方にとって貴重な自主財源となっていることや、電動車の増加が見込まれることに伴って、現行制度を前提とすれ

ば自動車税や軽油引取税等の燃料課税の減少にもつながること、併せてＣＡＳＥ（コネクテッド・自動運転・シェアリン

グ・電動化）に代表される自動車を取り巻く環境変化や財政需要への適切な対応が求められることなどを考慮すると、

自動車関係諸税の見直しの必要性は高まっていると考えられる。見直しにあたっては、地方の財政需要に対応した

税源を安定的に確保できるよう、必要な方策を検討すべきである。

令 和 ４ 年 ７ 月
全 国 知 事 会

７
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○ 応益課税は、地方税の原則の一つ。

○ 地方団体における自動車に関する行政サービスに要する費用は、自動車関係諸税（車体課税＋燃料課税）の
税収を上回っている。

○ 今後見込まれる道路や橋梁、トンネルなどの更新・老朽化対策や、防災・減災事業が確実に実施できるよう、
社会インフラ財源の確保は地方団体にとって極めて重要である。

地方団体における自動車関係諸税の税収と
自動車に関する行政サービスに要する費用

※歳入及び歳出については令和２年度決算額。
※端数処理の関係で合計が一致しない。

Ｈ30年３月 Ｒ５年３月 Ｒ15年３月

道路橋
（橋長２ｍ以上）

約25％ 約39％ 約63％

トンネル 約20％ 約27％ 約42％

建設後５０年以上経過する社会資本の割合

（兆円）

将来の社会資本の維持管理・更新費の推計結果

※ 国土交通省ＨＰ「インフラメンテナンス情報」を基に作成。

〔予防保全〕
最大1.3倍

※平成30年11月30日「経済・財政一体改革推進委員会 国と地方のシステムワーキン
グ・グループ」国交省提出資料等を基に作成。
※平成30年度予算における国の道路の維持管理費は約3,700億円。

2018（H30） 2028 2038 2048 （年）

約5.2兆円

予防保全：施設の機能等に不具合が発生する前に修繕等の対策を講じること。
事後保全：施設の機能等に不具合が生じてから修繕等の対策を講じること。

約6.5兆円
～

約5.9兆円

約12.3兆円
～

約10.9兆円
〔事後保全〕
最大2.4倍

車体課税
2.2兆円

新設・維持補修、
点検、除排雪 等

自動車に関する行政サービスと自動車関係諸税（車体課税＋燃料課税）の状況

燃料課税
1.1兆円

［総務省資料より］
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1,095 1,131 1,159 1,195 1,250 1,302 1,352 1,405 1,459 1,515 1,573 1,636 1,687 1,739 1,776 1,804 1,843 1,892 

1,951 2,003 
2,384 2,486 2,581 2,662 2,750 2,798 2,943 
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5,621 

4,973 
4,637 4,641 4,496 

4,191 
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4,247 
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2,104 1,934 
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1,373 1,461 
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1,039 

489 
1,036 1,025 

1,657 
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23,798 
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16,495 
17,046 

17,369 17,515 17,644 17,714 17,737 
17,463 
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17,255 17,174 
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16,544 
16,155 15,972 15,860 15,744 15,562 15,428 15,349 15,405 15,504 15,423 15,302 15,134 15,283 
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7 H8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 2 3 4

車体課税（地方税）の税収推移

（注）表中における計数は、令和２年度までは決算額、令和３年度以降は地財計画額による。

○ 車体課税（地方税）に係る税収は、平成８年度をピークに減少傾向。

○ この間（H８→R４）、登録車販売台数の漸減や、旧自動車取得税におけるエコカー減税の創設（Ｈ21）及び税率引下げ（Ｈ26）、
自動車税種別割の恒久減税（Ｒ１）等の影響により、▲4,300億円程度の大幅減となっている。

税収ピーク

車体課税 計

軽自動車税種別割（＋旧軽自動車税）

旧自動車取得税

自動車税環境性能割 ・
軽自動車税環境性能割

（単位：億円）
26,000

24,000

22,000

20,000

18,000

16,000

14,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

～
～

～
～

自動車税種別割（＋旧自動車税）

▲4,300億円程度

［総務省資料より］
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令和５年度 税制改正・予算に関する要望（R4.9 日本自動車工業会）

自動車関係諸税の抜本的見直し
＜基本的な考え方＞
■日本の自動車ユーザーは9種類8.8兆円もの税が課せられ、国の租税収入の約8%にもなる。
■自工会は過去から一貫して、世界一高い自動車関係諸税の軽減と、複雑な税体系の簡素化を要望し、一部減税を実現頂くも、未
だに複雑かつ世界一高い負担水準に変わりない。

■車体課税は、自動車の資産性や外部不経済を根拠に課税されてきたが、自動車は既に贅沢品ではなく国民の生活に必要な一般品
となっていることや、電動車の普及（環境負荷低減）、先進安全技術の進展（交通事故削減）により、課税根拠が失われてきてお
り、現代に適さない税制となっている。

■複雑・過重な自動車関係諸税は簡素化・負担軽減を前提に、各時間軸における視点で見直すべき。
■なお、電動化に伴い見込まれる燃料課税税収の減少分については、その穴埋めを自動車ユーザーに求めず、重い税負担をしてきた自
動車ユーザーにこれ以上負担を強いるべきではない。

《各時間軸での見直しステップ》
【短期】 エコカー減税やグリーン化税制等、現行制度の延長・拡充を通じて足元の脱炭素化を確実に推進。
【中期】 自動車関係諸税の簡素化・負担軽減を前提に、CNに資する税体系に改革に見直し、2030年次世代自動車目標に向け、加

速度的に電動化を推進。
【長期】 モビリティによる新たな価値を踏まえて、受益と負担の関係を見直し、税体系を抜本的に改革。

【出典】日本自動車工業会資料を加工 10



自動車税制（令和5年度税制改正）
物価高の状況下でも、足元の脱炭素化を確実に推進するため、対象を絞り込まず、エコカー減税・グリーン化
税制等は拡充・延長すべき。
▽自動車重量税のエコカー減税の拡充・延長
• 保有ベースの買い替え促進・CO2低減を促す観点から、減税措置を拡充・延長すべき。

▽自動車税・軽自動車税のグリーン化特例の拡充・延長
• 現行の減税対象車＊に一定の燃費性能（CO2排出量の少ない）を有する電動車を追加の上、新車新規登録・届出の翌年度から
3年間の減免税に拡充すべき。
（＊現行の減税対象車は電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃料電池自動車、天然ガス自動車に１年間、75%の軽減措置）

▽自動車税・軽自動車税の環境性能割（取得時）廃止
• 環境性能割（旧自動車取得税）は消費税との二重課税となっており、廃止すべき。
• 即廃止ができない場合、令和5-6年度は下記措置を講じた上で、今後の保有税の抜本見直しと一体で廃止すべき。
①EV等や燃費性能の良い自動車を対象に広く減免すべき
②～④ 略 （注：ASV特例の拡充、バリアフリー特例・過疎バス特例の延長）

▽自動車税の月割課税廃止
• 購入時の負担軽減や簡素化の観点から、自動車税の月割課税は廃止すべき。

▽電動車普及による燃料税等の減収補填を目的とする増税はせず、2030年に向けて普及加速を優先すべき
• 電動車普及に伴う燃料税の減収補填を走行距離課税等で、既に負担の重い自動車ユーザーに求めるべきではない。
• また、BEV/PHEV/FCEVの各々の新車販売は1%にも満たないため、当面はこれらの車の税負担を重くするべきではない。
（自動車税（BEV/FCEVは排気量1,000㏄未満のみなし課税が適当であり、エコカー減税等は構造要件で税制優遇を維持すべき）

＊車体課税部分抜粋

【出典】日本自動車工業会資料を加工 11



○ 多くの車両が税率の軽減を受けている
ことの妥当性

留意点：
最新の燃費基準を税制に導入していない
ものの取扱い（小型貨物車2022年度基準、
重量車2025年度基準）

○ 次の期限到来に向けて、経済の状況
などを考慮しつつ、軽課対象について更
なる重点化を検討 【大綱記載事項】

※ 構造要件を更に重点化すべきか
（対象の限定、特例率の見直し）

○ 重課の適用除外の構造要件を重点化
すべきか

○ 電気自動車等に対する適用税率を見
直す必要があるか（現在、電気自動車
に対しては最低税率、ハイブリッド車等
に対しては総排気量に応じた税率で課
税）

【政策インセンティブ機能の強化に資する税制・自動車税の性格からあるべき税制の検討】

【車体課税のあり方の検討】

車体課税について考えられる主な論点（メモ）

当
面
の
検
討
課
題

中
長
期
的
な
検
討
課
題

環境性能割 種別割（グリーン化特例） 種別割（税率体系）

＜共通論点＞

○ 国・地方を通じた財源を安定的に確保していくことを前提としつつ、ＣＡＳＥに代表される大変革に直面する自動車業界の対応
や環境整備に貢献する税制、「2050年カーボンニュートラル」目標の実現に積極的に貢献する税制とするために、どのような課
税のあり方が考えられるか 【大綱記載事項】

○ 技術革新や保有から利用への変化、環境性能の評価方法（ＬＣＡ、CO2排出量基準など）の議論の動向等を踏まえ、新たな課
税方法、課税指標を検討していく必要があるか

○ インフラの維持管理等の財政需要について、今後新たに発生すると予測されるもの（次世代自動車や自動運転をはじめとす
る技術革新に対応したインフラの維持管理や機能強化、道路空間の高度化等）も含め、どのように対応していくか

＜共通論点＞
留意点：
電気自動車及びプラグインハイブリッド車について、令和12年度燃費基準に基づく燃費値
の表示に関する検討結果も踏まえ、その達成度に応じた評価を検討 【大綱記載事項】

論点１・２

論点３

論点２

論点４

【出典】地方分権時代にふさわしい地方税制のあり方に関する調査研究会―自動車関係諸税に係る調査研究WG―報告書（令和４年３月、（一財）自治総合センター）より

自動車関係諸税に係る
調査研究WG資料より

12



令和３年度自動車関係諸税に係る調査研究ＷＧ報告書の概要
第２章 各論点に関する議論

【論点１】 環境性能割の環境インセンティブのあり方（どのような税率区分の設定（階段数、適用割合等）が望ましいか）

○ 主な意見：

・ 非課税は限定すべき ・ １％・２％区分の対象を拡大すべき ・ ３％を超える税率を設定してはどうか等

○ 小括： 環境性能割がその役割を果たせるよう、①非課税等軽減対象の重点化、②各税率区分の適用割合（バランス）の適
正化、③他の政策手段も考慮したインセンティブのあり方等の論点に留意し、さらに検討を深めることが必要

【論点２】 電動車に対する課税上の取扱いのあり方

（電動車に係る種別割・グリーン化特例（重課）について、他制度との不均衡を踏まえ、どのように取り扱うことが望ましいか）

○ 主な意見：

・ HVを構造要件で一律に扱っている現行制度は見直すべき

・ 環境性能の高い自動車へのシフトを促すグリーン化特例は、重課と軽課を組み合わせていくことが基本ではないか 等

○ 小括： ①グリーン化特例について、軽課の対象のさらなる重点化や、軽課と重課の組み合わせ方（バランス）、また、グリー
ン化特例に限らず、②電動車に対して、車両の構造要件により一律に取り扱っている課税上の取扱い等の論点に留意
し、さらに検討を深めることが必要

【論点３】 電気自動車等に対する課税のあり方（電気自動車に係る種別割の課税指標としていかなるものが適切か）

○ 主な意見

・ 便宜的に最低税率を適用していることは、公平性の観点から問題

・ 自動車税の創設当時から言われている性格を前提とすれば、総排気量と近い関係にある課税標準が適当か

・ 税の簡素さ・負担感・租税回避されない（公平性）といった基本原則や課税実務にも留意が必要

・ その他各課税標準案に係る個別意見 等

○ 小括： ＥＶ等の種別割の課税のあり方については、①種別割の趣旨・性質及び②税の基本原則等を踏まえた上で、③新た
な課税標準となりうる指標について、実務面も含め、さらに検討を深めることが必要

自動車関係諸税に係る
調査研究WG資料より
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第３章 今後の検討の方向性と留意点

※ 第２章に掲げる各論点に係る小括の内容（再掲）

○ 電動車が急速に普及した場合であっても、既に販売されたガソリン自動車等は一定期間保有されるため、納税義務者間の公
平性や課税実務上の対応等も勘案すると、カーボンニュートラルに対応する税制改正の方向性は、現行の制度に対し、電動
車に適したものを順次加えていくこととなることが考えられる。

第２章 各論点に関する議論（続き）

【論点４】 車体課税のあり方（今後の自動車関係諸税のあり方について、どう考えるか）

○ 主な意見：

・ 課税のあり方は、環境政策のステージごとに段階的・戦略的に描くことが必要

・ 応分の負担をあらゆる自動車に求めることは必要

・ 今後のインフラ整備に係る安定的な財源の確保という観点から、あり方を議論すべき 等

○ 小括： 今後の自動車関係諸税のあり方が、中長期的な環境変化等を適切に踏まえたものとなるよう、①電動化の見通しを
引き続き注視しつつ、②自動車税制と環境政策について、他の税制・補助制度も含めた議論や中長期的なインフラ維
持・整備のための財源確保の必要性等の事情を勘案し、引き続き検討していくことが必要

自動車関係諸税に係る
調査研究WG資料より
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電動車に対する課税上の取扱いのあり方（例：自家用乗用車）

ガソリン車 ＨＶ ＰＨＶ ＥＶ・ＦＣＶ

自動車税
環境性能割
（適用税率）

自動車税
種 別 割
（適用税率）

（グリーン化特例軽課）

（グリーン化特例重課）

自動車重量税
（適用税率）

（13・18年経過車税率）

（エコカー減税）

燃費性能等に応じて税率決定
（R12基準85％達成：非課税、75％達成：１％、
60％達成：２％、左記以外・R2基準未達成：３％）

非課税

総排気量に応じて税率決定
（１ℓ以下：25,000円、 １ℓ超1.5ℓ以下：30,500円、 1.5ℓ超２ℓ以下：36,000円、
２ℓ超2.5ℓ以下：43,500円、 ・ ・ ・ 4.5ℓ超６ℓ以下：87,000円、６ℓ超：110,000円）

適用なし
【論点２】 適用あり（２年ごとに適用期限を延長）

（取得翌年度分 75％軽減）

適用あり
（初回新規登録から13年
経過車 概ね15％重課）

適用なし

燃費性能等に応じて減免
（R12基準120％達成：２回免税、90％達成：初回免税、
75％達成：初回▲50％、60％達成：初回▲25％）

２回免税

本則税率
（2,500円）

燃費性能等に応じて税率決定
（免税対象車等※2 本則税率（2,500円）、
上記以外 当分の間税率（4,100円））※１

燃費性能等に応じて税率決定

（免税対象車等※2 本則税率（2,500円）、
上記以外 当分の間税率（⑬5,700円、⑱6,300円）） ※１

※１ 車検期間１年・車両重量0.5t当たりの税額、 ※２ エコカー減税適用基準を満たす車両・当該車両と環境性能が同程度の車両

本則税率
（2,500円）

【論点３】 一律 25,000円
（総排気量１ℓ以下相当）

【出典】自動車関係諸税に係る調査研究WG資料に加筆

【論点２】 他制度と異なり、
ＨＶであることをもって優遇

自動車関係諸税に係る
調査研究WG資料より

【論点１・２】 ２年ごとに税率区分を見直し
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